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1. 法人の概要  

（1） 基本情報  

① 法人の名称 

学校法人 トヨタ整備学園 

※ 2025 年 4 月 1 日に「学校法人 トヨタ東京整備学園」、「学校法人 トヨタ名古屋整備学園」、 

「学校法人 トヨタ神戸整備学園」を統合し、「学校法人 トヨタ整備学園」に改称 

② 法人の構成 

 

③ 法人本部所在等 

 法人本部 

〒193-0944 東京都八王子市館町 2193 番地（専門学校トヨタ東京自動車大学校内） 

TEL 042-673-2065 

 法人統括室 

〒193-0944 東京都八王子市館町 2193 番地（専門学校トヨタ東京自動車大学校内） 

TEL 042-673-2065 

 企画室 

〒452-8567 愛知県清須市春日一番割 1 番地（専門学校トヨタ名古屋自動車大学校内） 

TEL 052-770-0229 

④ 法人ホームページ URL 

https://toyota-mec.ac.jp/ 
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（2） 基本理念（建学の精神） 

「技術と信頼で未来を創る」 

私たちは、長きにわたる歴史と経験を礎に、高い教育力で次

世代を担う自動車整備技術者を育成し、進化し続けるモビリティ

社会を支える存在であり続けます。 

トヨタ自動車が設立した大学校として、先進の技術知識と技

能を兼ね備え、かつお客様から信頼されるプロフェッショナルを

育成することで社会に貢献していきます。 

 先進技術と実践教育 

常に最新の技術を取り入れ、実践的な学びを通じて即戦力と

なる人材を育成します。 

 信頼と誠実さ 

整備士に求められる高い倫理観とお客様からの信頼を大切に考えます。 

 未来への挑戦 

次世代のモビリティ社会を担う、常に前向きな考え方で進んでいく姿勢を育みます。 

 

（3） 学校法人の沿革  

1954 年 トヨタ直営の「日本自動車学校」内に整備課を設立（東京校創立） 

1961 年 トヨタ直営の「中部日本自動車整備専門学校」を設立（名古屋校創立） 

1972 年 学校法人トヨタ学園として認可を受け、東京校の学校名を「日本自動車整備学校」に改称 

1988 年 豊田工業大学との分離独立のため、学校法人「トヨタ東京整備学園」として認可を受け、東京

校を設置校とする 

1990 年 学校法人「トヨタ名古屋整備学園」として認可を受け、名古屋校を設置校とする 

1992 年 学校法人「トヨタ神戸整備学園」として認可を受け、「関西自動車整備専門学校」を設立（神

戸校創立） 

2007 年 3 校の学校名を「トヨタ東京自動車大学校」、「トヨタ名古屋自動車大学校」、「トヨタ神戸自動

車大学校」にそれぞれ改称 

2025 年 3 法人を統合し法人名を「トヨタ整備学園」と改称 

 

（4） 設置する学校・学科等 

① 専門学校トヨタ東京自動車大学校 

〔 所 在 地 〕 〒193-0944 東京都八王子市館町 2193 番地 

〔 校 長 〕 若林 良弘 

〔 学 科 〕 工業専門課程【昼間部】 1 級自動車科 4 年制 

  自動車整備科 2 年制 

  1 級専攻科 2 年制 

  スマートモビリティ科 2 年制 

  ボデークラフト研究科 2 年制 

  ボデークラフト科 1 年制 

  トヨタセールスエンジニア科 2 年制 

  国際整備科 3 年制 
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② 専門学校トヨタ名古屋自動車大学校 

〔 所 在 地 〕 〒452-8567 愛知県清須市春日一番割 1 番地 

〔 校 長 〕 鈴木 二郎 

〔 学 科 〕 工業専門課程【昼間部】 高度自動車工学科 4 年制 

  自動車整備科 2 年制 

  車体整備研究科 1 年制 

  車体整備専攻科 1 年制 

  国際自動車整備科 3 年制 

 

③ 専門学校トヨタ神戸自動車大学校 

〔 所 在 地 〕 〒651-2102 兵庫県神戸市西区学園東町 4 丁目 1 番地 

〔 校 長 〕 上田 博之 

〔 学 科 〕 工業専門課程【昼間部】 高度自動車科 4 年制 

  エキスパートエンジニア科 4 年制 

  自動車整備科 2 年制 

  ショールームスタッフ科 2 年制 

  国際自動車整備科 3 年制 
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（5） 学校・学科等の学生数の状況 (2025 年 4 月 1 日現在) 

学校名 入学定員 入学者 収容定員 在籍者数 

専門学校トヨタ東京自動車大学校 540 466 1,340 1,072 

 自動車整備科 240 207 480 397 

 1 級自動車科 120 96 480 375 

 1 級専攻科 40 31 80 64 

 スマートモビリティ科 40 34 80 69 

 ボデークラフト研究科 20 18 40 29 

 ボデークラフト科 20 25 20 25 

 トヨタセールスエンジニア科 20 10 40 27 

 国際整備科 40 45 120 86 

 

学校名 入学定員 入学者 収容定員 在籍者数 

専門学校トヨタ名古屋自動車大学校 460 388 1,340 1,016 

 自動車整備科 120 99 240 205 

 高度自動車工学科 200 135 800 502 

 車体整備専攻科 40 22 40 22 

 車体整備研究科 20 3 20 3 

 国際自動車整備科 80 129 240 284 

 

学校名 入学定員 入学者 収容定員 在籍者数 

専門学校トヨタ神戸自動車大学校 370 360 1,100 914 

 自動車整備科 110 141 230 250 

 高度自動車科 100 77 400 315 

 エキスパートエンジニア科 40 36 160 105 

 ショールームスタッフ科 20 13 40 22 

 国際自動車整備科 100 93 270 222 

 

（6） 収容定員充足率  

(2025 年 4 月 1 日現在) 

学校名 2021 年度 2022 年度 2023 年度 2024 年度 2025 年度 

専門学校トヨタ東京自動車大学校 70.9% 77.4% 75.2% 77.7% 80.0% 

専門学校トヨタ名古屋自動車大学校 66.0% 69.0% 67.3% 70.6% 75.8% 

専門学校トヨタ神戸自動車大学校 80.4% 79.6% 68.8% 71.7% 83.1% 
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（7） 役員の概要 

定員数 理事 5～8 名、監事 2～3 名（2025 年 4 月 1 日現在） 

区 分 氏 名 就任年月 常勤/非常勤 業務執行/非業務執行他 主な現職等 

理事長 横 山  裕 行 2019.5 非常勤 業務執行  

理 事 永 田  透 2022.4 常勤 業務執行 代表業務執行理事/法人本部 本部長 

理 事 宮 原  郁 生 2019.5 非常勤 
非業務執行 

外部理事 

ウエインズトヨタ神奈川株式会社  

代表取締役会長 

理 事 宮 本  眞 志 2021.3 非常勤 
非業務執行 

外部理事 

トヨタ自動車株式会社カスタマーファ―スト 

推進本部 本部長 

理 事 若 林  良 弘 2023.4 常勤 業務執行 業務執行理事/トヨタ東京自動車大学校 校長 

理 事 鈴 木  二 郎 2025.3 常勤 業務執行 業務執行理事/トヨタ名古屋自動車大学校 校長 

理 事 上 田  博 之 2018.4 常勤 業務執行 業務執行理事/トヨタ神戸自動車大学校 校長 

理 事 水谷 伸彦※1 2025.3 常勤 非業務執行 トヨタ神戸自動車大学校 総務部･学生部 部長 

監 事 若田部 悟※2 2024.6 非常勤 非業務執行 トヨタ自動車販売店協会 専務理事 

監 事 楢原 大輔※3 2024.6 非常勤 非業務執行 トヨタ自動車株式会社 サービス部 部長 

※1 水谷 伸彦は 2026 年 3 月 5 日付で理事を辞任、同年 3 月 6 日付で評議員（常勤）に選任 

※2 若田部 悟は 2026 年 3 月 6 日付で監事を辞任、同日付で金谷 博高を監事(非常勤)に選任 

※3 楢原 大輔は 2026 年 3 月 6 日付で監事を辞任、同日付で河合 博美を監事(非常勤)に選任 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



     

p. 7 

（8） 評議員の概要 

定員数 12～16 名（2025 年 4 月 1 日現在） 

氏 名 就任年月 主な現職等 

佐 藤  康 彦 2025.3 トヨタモビリティ東京株式会社 代表取締役社長 

田 村  勝 彦 2025.3 トヨタ S&D 西東京株式会社  代表取締役社長 

安 藤  栄 一 2024.6 神奈川トヨタ自動車株式会社 代表取締役社長 

山 口  真 史 2025.3 株式会社 AT グループ  代表取締役社長 

小 林   剛 2025.3 NTP 名古屋トヨペット株式会社 代表取締役社長 

久 保  行 央 2025.3 トヨタモビリティ新大阪株式会社 代表取締役社長 

瀧 川  高 章 2025.3 兵庫トヨタ自動車株式会社  代表取締役社長 

中 島 慶 太 郎 2025.3 トヨタモビリティ東京株式会社 執行役員 

村 井  忠 嗣 2025.3 ネッツトヨタ富山株式会社  専務取締役 

原 田   忠 2025.3 トヨタモビリティ新大阪株式会社 サービス本部 副部長 

小 島   満 2024.6 トヨタ自動車株式会社  サービス部 主査 

太 田  靖 也 2020.5 トヨタ東京自動車大学校  教育部 部長 

谷 川  嘉 夫 2025.3 トヨタ神戸自動車大学校  教育部 部長 

山 口  裕 行 2025.3 トヨタ整備学園 法人本部  企画室 室長 

武 藤   彰 2025.3 トヨタ整備学園 法人本部  企画室 主務 

 

（9） 役員等賠償責任保険契約の状況 

① 保険名 

役員賠償責任保険（学校法人向け D&O パッケージ） 

② 保険会社 

東京海上日動火災保険株式会社 

③ 保険内容 

法律上の損害賠償金、争訟費用(弁護士費用)、損害賠償請求対応費用、公的調査対応費用 

信頼回復広告費用等の補償 

④ 対象 

理事・監事・評議員 

⑤ 保険期間 

2025 年 4 月 1 日～2026 年 3 月 31 日 

⑥ 保険期間中総支払限度額 

3 億円 

 

（10） 会計監査人の概要 

定員数 1 名（2025 年 6 月 1 日現在） 

氏 名 就任年月 主な現職等 

後 藤  貞 明 2025.5 後藤公認会計士事務所 

・賠償責任保険には加入していない 
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（11） 理事選任機関の概要 

 当法人の理事選任機関は理事選考委員会とし、理事選考委員会の構成は以下のとおり。 

氏 名 主な現職等 

横 山  裕 行 理事長 

永 田  透 代表業務執行理事/法人本部 本部長 

若 林  良 弘 業務執行理事/トヨタ東京自動車大学校 校長 

鈴 木  二 郎 業務執行理事/トヨタ名古屋自動車大学校 校長 

上 田  博 之 業務執行理事/トヨタ神戸自動車大学校 校長 

 

（12） 教職員の概要 

（2025 年 5 月 1 日現在）（単位：名） 

 ■役員 

理 事 長 1 1 

理 事 
常勤 5 

7 
非常勤 2 

監 事 非常勤 2 2 

合 計 10 

  

■職員 

(2025 年 4 月 1 日現在) 

 

 

 

 

 

 

 

（  ）：兼務者・外数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 法人本部 東京校 名古屋校 神戸校 合計 

本部長・副本部長 1    1 

校長・副校長  1 1 1 3 

職員及び教員 14 100(8) 87(9) 79 280(17) 

校医・看護師・カウンセラー  1(3) 1(2) 1(2) 3(7) 

合計 15 102(11) 89(11) 81(2) 287(24) 
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2. 事業の概要 

（1） 設置校教育の方針（学園の基本理念に基づく） 

 専門学校トヨタ東京自動車大学校  

〔教育方針〕 

「モビリティ社会で信頼される自動車技術者を輩出する」 

・正確な自動車整備技術を備えた人材を育成 

・社会人としての相応しい行動がとれる人間性豊かな人材を育成 

・地球環境を意識し、その保全・改善につとめることができる人材を育成 

〔卒業認定に関する方針（ディプロマ・ポリシー）〕 

専門学校トヨタ東京自動車大学校は、自動車技術教育の先進校として人材育成活動を通じて社会に貢

献することを基本理念に掲げ、教育スローガン｢技術を磨け、そして人間性も｣を実践することにより、各学科

の基準を満たした者に対して卒業を認定する。 

〔教育課程編成と実施に関する方針（カリキュラム・ポリシー）〕 

ディプロマ・ポリシー（卒業認定に関する方針）に基づき、カリキュラム・ポリシー（教育課程の編成と実施の

方針）を以下に定める。 

1. 国土交通省の定める一種養成施設の規定を遵守する。 

2. 自動車業界全体の動向をしっかり見据え、職業に必要となる最新の知識・技術をカリキュラムに反映さ

せる。 

3. 各科の人材育成目標を達成するカリキュラムを設定する。 

＜1 級自動車科/1 級専攻科＞ 

 サービスエンジニアとして、高難度故障修理ができる知識・技術に加え、将来サービスエンジニア

のリーダーとなりうる知識･教養を身に付けている。 

 社会人としての行動がとれ、お客様･職場から深い信頼と高い評価を得られる。 

＜自動車整備科＞ 

 サービスエンジニアの即戦力として、活躍できる技術(知識+技能)と人間性を身に付けている。 

 TPO をわきまえ、お客様とのコミュニケーションが取れる。 

＜国際整備科＞ 

 サービスエンジニアの即戦力として、日本国内を始め世界で活躍できる技術（知識＋技能）と人

間性を身に付けている。 

 TPO をわきまえ、お客様とのコミュニケーションが取れる。 

＜スマートモビリティ科＞ 

 カーエンジニアとして、「未来」を見据えた次世代の自動車技術に対応できる、幅広い知識や技

能、教養を身に付けている。 

 社会人として常識と責任ある行動がとれ、業界のトップランナーとなりうる。 

＜トヨタセールスエンジニア科＞ 

 営業スタッフとして、カーエンジニアの技術、専門知識を活かしたお客様応対力を身に付けてい

る。 

 社会人としてコミュニケーション力の高い行動がとれ、お客様の良きアドバイザーになれる。 

＜ボデークラフト研究科＞ 

 板金・塗装のエンジニアとして、入社後に即戦力、将来板金・塗装技術者のリーダーとなれる知

識・技術を身に付けている。 

 TPO をわきまえ、お客様の良きアドバイザーになれる。 
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〔入学者受け入れに関する方針（アドミッション・ポリシー）〕 

専門学校トヨタ東京自動車大学校では、入学者受け入れ方針（アドミッション・ポリシー）として求める学生

像として「車が好き」で｢逞しい｣人材、｢自動車技術を習得し、それを活かした職業に就くことを希望している｣

｢挨拶や身だしなみも含めたコミュニケーション能力や、人間性の育成にも積極的に取り組める」と定め、本

学で学ぶ意欲のある学生を幅広く募集している。 

 専門学校トヨタ名古屋自動車大学校  

〔教育方針〕 

「個性を尊重しつつ、幅広い素養と自動車に関する高い専門性を持った人間性豊かな人材を育成する」 

1. 向上心に加え、柔軟で自由な思考力、好感をいだかれるお客様応対力を育む 

2. 時代に応じた実践的な知識と技術を持った人材を育成する 

3. 個人として自立し、国際化・多様化する社会の中で協働できる力を養う 

〔卒業認定に関する方針（ディプロマ・ポリシー）〕 

＜自動車整備科･国際自動車整備科＞ 

教育理念等の実現を目標として、次の学識と能力を身につけ、所定の教育時間を修了し、卒業認定を

受けた学生に「専門士」の称号を授与します。  

 国家二級自動車整備士の職能に必要な知識・技術を身につけている 

 就職先で貢献できる自動車の構造・作動を理解し、点検・修理を正確に行う技能を身につけている 

 サービススタッフとしてのお客様応対力、良好な人間関係を築くことができる基本的なコミュニケーシ

ョン能力を身につけている 

＜高度自動車工学科＞ 

教育理念等の実現を目標として、次の学識と能力を身につけ、所定の教育時間を修了し、卒業認定を

受けた学生に「高度専門士」の称号を授与します。  

 国家一級自動車整備士の職能に必要な知識・技術を身につけている 

 就職先で貢献できる自動車の構造・作動を深く理解し、点検・修理・故障探求を正確に行う技能を身

につけている  

 自動車工学の基礎知識を修得し、新技術に対応できる応用力を身につけている 

 サービススタッフとしてのお客様応対力、良好な人間関係を築くことができるコミュニケーション能力

と知識に基づく技術説明能力を身につけている 

＜車体整備専攻科＞ 

教育理念等の実現を目標として、次の学識と能力を身につけ、所定の教育時間を修了した学生に卒業

の認定を行います。 

 車体整備士の職能に必要な知識・技術を身につけている 

 ボデーの外板補修とソリッド・メタリックの塗装技能を身につけている 

 ボデー外板補修のための事故の見積もり、労働安全衛生・環境保全の知識を身につけている 

＜車体整備研究科＞ 

教育理念等の実現を目標として、次の学識と能力を身につけ、所定の教育時間を修了した学生に卒業

の認定を行います。 

 車体骨格部位に至る損傷の修復や 3 コートパール塗装など中級、上級レベルの車体整備の技能を

身につけている 

 新素材等による車体修理技術の高度化や衝突安全装置などの新技術に対応した知識・技術を身に

つけている  

 車体整備事業に付帯するカーディテイリング等の周辺作業や FRP 成型に関わる技術・知識を身に

つけている 
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〔教育課程編成と実施に関する方針（カリキュラム・ポリシー）〕 

ディプロマ・ポリシーに掲げた学識と能力を身につけるため、次の基本方針に基づいてカリキュラムを編成し

ます。 

＜自動車整備科・国際自動車整備科＞ 

 自動車整備士養成施設の教育内容を十分網羅した専門科目により国家二級自動車整備士として

の知識と技能を体感型の授業や豊富な教材を用いた実習を通して修得させる 

 自動車のアフターサービス業界が必要とする職能を敏感にキャッチし、いち早く社会の要望に応え

られる知識・技術を身につけさせる 

 社会人として必要な素養を個々がアウトプットする機会を与えながら、キャリア教育を通して醸成する 

＜高度自動車工学科＞ 

 自動車整備士養成施設の教育内容を十分網羅した専門科目により国家一級自動車整備士として

の知識と技術を実践的な授業を通して修得させる 

 常に発展し続ける新技術を授業に取り入れ、修得させるとともに、将来の技術進歩に対応できる主

体的な学びの素養を身につけさせる 

 インターンシップを通して実践的な技術やコミュニケーション能力を身につけさせる 

＜車体整備専攻科＞ 

 自動車整備士養成施設の教育内容を十分網羅した専門科目により車体自動車整備士としての知

識と技能を十分な実習時間を通して修得させる 

 車体整備の基礎理論となる車体構造と自動車材料の知識を修得させる 

＜車体整備研究科＞ 

 十分な実習時間を基に車体補修技術の習熟や新技術について修得させる 

 進歩し続ける車体構造新技術や車両安全装置、また車体整備に関連する周辺作業の知識・技術を

修得させる 

 

〔入学者受け入れに関する方針（アドミッション・ポリシー）〕 

1. 自動車に興味があり、自動車関連の仕事に関心・意欲のある方 

 将来自動車分野でご活躍いただくために、それに特化した教育を実施します。自動車に興味があり、

関連分野で働く意欲をお持ちの方を求めます。 

 就きたい仕事について、ある程度の理解をしていただいていることが必要です。 

2. 相手の言葉に耳を傾け、自らの意思を的確に表現することができる方 

 コミュニケーション能力はすべての職種で必要な基礎能力です。整備の仕事においても、ただ車を修

理するだけでなく、お客様に安心してお使いいただけるように、「お客様の要望を正しく聞き取り、点

検・修理結果を的確に伝える」ことが求められます。 

3. 国家資格取得に必要な基礎的な学力の素養のある方 

 仕事に就いていただく前提として、国家資格取得が必須の職種です。そのための勉強は入学後にな

りますが、授業がある程度理解できるために、自動車整備科では必要最低限の基礎的な数学の素養

が、また高度自動車工学科では高校で培った数学の素養が必要です。 

4. 自分の目標に向かって努力できる方 

 ただ指示されたことをやるだけの｢受身の姿勢｣では、学校でも実社会でも大きな成長は望めません。

自分の目標を持ち、それに向かって努力する習慣を在学中に身につける意欲のある方を求めます。 
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 専門学校トヨタ神戸自動車大学校  

〔教育方針〕 

「次世代のモビリティ社会を担う人材」としての基盤の確立を目的に教育活動を行う。 

1. プロとして活躍できる技術知識と技能を備えた人材を育成する 

2. 人から信頼される豊かな人間性と向上心、コミュニケーション力を有した人材を育成する 

3. 楽しい学習の実践と心の通う交流により、有意義で笑顔があふれる学生生活を提供する 

〔卒業認定に関する方針（ディプロマ・ポリシー）〕 

本校は「次世代のモビリティ社会を担う人材」としての基盤の確立を目的に教育活動を行っております。 各

学科の所定の課程を通じて、学則で定める卒業要件を満たし、次の能力を身に付けた者に対して卒業を認

定し当該称号を授与します。  

＜高度自動車科＞  

1. 自動車技術／整備技能に加え、幅広い業務知識・教養を身に付けている  

2. 自ら課題を発見・探求・解決する力、自らの考えを表現する力を備えている  

3. 自律心・向上心・信頼感に溢れ、的確なリーダーシップを発揮できる  

＜エキスパートエンジニア科＞  

1. 幅広く実践的な自動車整備の技術／技能と、接客の基本・業務知識を身に付けている  

2. 常に興味と探求心を持ち、自ら積極的に行動できる力を備えている  

3. 向上心・責任感に溢れ、確かな信頼感・協調性を備えている   

＜自動車整備科＞  

1. 自動車整備の技術／技能とともに、接客の基本・業務知識を身に付けている  

2. 自らの役割を認識し、自ら判断、実践できる力を備えている  

3. 向上心・責任感に溢れ、確かな信頼感・協調性を備えている   

＜国際自動車整備科＞  

1. 日本で働く上で必要な日本語力を身に付けている  

2. 自動車整備の技術／技能とともに、接客の基本・業務知識を身に付けている  

3. 自らの役割を認識し、自ら判断、実践できる力を備えている  

4. 向上心・責任感に溢れ、確かな信頼感・協調性を備えている  

＜ショールームスタッフ科＞  

1. サービス・営業に通用する幅広い自動車の知識・技術を身に付けている  

2. ホスピタリティ溢れる接客応対力を備えている  

3. 人から信頼される豊かな教養・人間性を備えている 

〔教育課程編成と実施に関する方針（カリキュラム・ポリシー）〕 

ディプロマ・ポリシー（卒業認定の方針）に掲げた能力を身に付けるため、以下の方針に基づいて各学科の

カリキュラムを編成します。 

＜高度自動車科＞  

 国家一級自動車整備士およびトヨタサービス技術検定 2 級資格の取得に十分な教育内容・教育時間を

確保する 

 自動車整備業界の変化・進化に応じ、アフターサービス業務で必要となる新しい知識の教育、およびそ

れに付随するメンテナンス方法・故障診断などの技術に関する実習授業を導入していく 

 自ら考え行動できる力やコミュニケーション力を向上させるため、チームにより課題を発見・分析・解決

する研究授業を実施する 

 将来、業界のリーダーとして牽引できる教養を身に付けるための経営やマーケティング、マネジメントに

関する教育を実施する 
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＜エキスパートエンジニア科＞  

 国家二級自動車整備士および国家自動車車体整備士、トヨタサービス技術検定 2 級資格の取得に十

分な教育内容・教育時間を確保する 

 自動車整備業界の変化・進化に応じ、アフターサービス業務で必要となる新しい知識の教育、およびそ

れに付随する整備に関する教育を導入していく 

 板金・塗装技術の習得とレストア／カスタマイズを通じた車体整備技術全般も網羅する実習授業を実施

する 

 多様な車種での各装置の整備、重整備、走行性能に関わるチューニングなど、幅広く整備技術を研究

し、技能を身に付ける授業を実施する 

 信頼されるサービスエンジニアの素養としての接客応対力、業務知識、コミュニケーション力に関する教

養教育を実施する 

 

＜自動車整備科＞  

 国家二級自動車整備士およびトヨタサービス技術検定 3 級資格の取得に十分な教育内容・教育時間を

確保する 

 自動車整備業界の変化・進化に応じ、アフターサービス業務で必要となる新しい知識に関する教育を

導入していく 

 サービスエンジニアとして即戦力で活躍できる技術を身に付けさせるため、作業習熟を高めるための実

習授業を実施する 

 信頼されるサービスエンジニアの素養としての接客応対力、業務知識、コミュニケーション力に関する教

養教育を実施する 

 

＜国際自動車整備科＞  

 職場でコミュニケーションを十分に図ることができるよう、日本語能力試験 2 級レベルの日本語力を養う

教育を実施する 

 国家二級自動車整備士およびトヨタサービス技術検定３級資格の取得に十分な教育内容・教育時間を

確保する 

 自動車整備業界の変化・進化に応じ、アフターサービス業務で必要となる新しい知識・技術に関する教

育を導入していく 

 サービスエンジニアとして即戦力で活躍できる技術を身に付けさせるため、作業習熟を高めるための実

習授業を実施する 

 信頼されるサービスエンジニアの素養としての接客応対力、業務知識、コミュニケーション力に関する教

養教育を実施する 

 

＜ショールームスタッフ科＞  

 ショールームスタッフとしてお客様対応するために必要となる幅広い自動車知識に関する教育、国家三

級自動車整備士およびトヨタサービス技術検定４級資格の取得に十分な教育を実施する 

 自動車販売店に来訪するお客様に対して、ホスピタリティ溢れ、信頼していただける応対ができるよう、

様々な場面での接客応対に関する教育を実施する 

 自動車販売店の店舗における様々な業務に関する基本的な知識・技能を身に付けるための教育を実

施する 

 進化する自動車の商品知識を自ら学ぶ素養を身に付けるため、自動車の新機構について体験を通じ

て理解させる 
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〔入学者受け入れに関する方針（アドミッション・ポリシー）〕 

＜高度自動車科／エキスパートエンジニア科／自動車整備科＞  

1．自動車に興味があり、自動車関連の仕事に関心・意欲のある方  

将来、自動車分野でご活躍いただくために、それに特化した教育を実施します。自動車に興味があり、

関連分野で働く意欲のある方を求めます。 就きたい仕事について、ある程度の理解をしていただいている

ことが必要です。  

2．相手の言葉に耳を傾け、自らの意思を的確に表現することができる方  

コミュニケーション能力は全ての職種で必要な基礎能力です。整備の仕事においても、ただ自動車を修

理するだけでなく、お客様が安心してお使いいただけるよう、「お客様の要望を正しく聞き取り、点検・修理

結果を的確に伝える」ことが求められます。  

3．国家資格取得に必要な基礎的な学力のある方  

自動車整備士の仕事に就くには国家資格の取得が必須です。授業を理解する上で基礎的な数学力と

共に国語力も必要です。  

4．自分の目標に向かって努力できる方  

学校でも実社会でも大きく成長するためには、ただ指示されたことをやるだけでなく、「積極的な姿勢」が

求められます。自分の目標を持ち、それに向かって努力する習慣を在学中に身につける意欲のある方を求

めます  

5．社会や組織のルールを尊重し、行動できる方  

お客様の命を預かる自動車整備士に必要な責任感、また社会人として法律やルールを守ることが求め

られます。学内においても、ルールやマナーを守ることの重要性を理解し、他人と協調し思いやりを持って

学生生活を送る方を求めます。  

 

＜ショールームスタッフ科＞  

1．ショールームスタッフの仕事に関心・意欲のある方  

将来自動車販売会社でショールームスタッフとしてご活躍いただくための教育を実施します。 

お客様応対や店舗装飾などの業務に関心・意欲のある方を求めます。  

就きたい仕事について、ある程度の理解をしていただいていることが必要です。  

2．相手の言葉に耳を傾け、自らの意思を的確に表現することができる方  

コミュニケーション能力は全ての職種で必要な能力です。ショールームの仕事においても「お客様の要

望や意見を正しく聞き取り、相手の求める情報を的確にわかりやすく伝える」ことが求められます。  

3．自分の目標に向かって努力できる方  

学校でも実社会でも大きく成長するためには、ただ指示されたことをやるだけでなく、「積極的な姿勢」が

求められます。自分の目標を持ち、それに向かって努力する習慣を在学中に身につける意欲のある方を求

めます。  

4．社会や組織のルールを尊重し、行動できる方  

仕事をする上での責任感、また社会人として法律やルールを守ることが求められます。学内においても、

ルールやマナーを守ることの重要性を理解し、他人と協調し思いやりを持って学生生活を送る方を求めま

す。  

 

 

 



     

p. 15 

＜国際自動車整備科＞  

1．自動車に興味があり、自動車関連の仕事に関心・意欲のある方  

将来自動車分野でご活躍いただくために、それに特化した教育を実施します。自動車に興味があり、関

連分野で働く意欲がある方を求めます。 就きたい仕事について、ある程度の理解をしていただいているこ

とが必要です。  

2．相手の言葉に耳を傾け、自らの意思を的確に表現することが出来る方  

コミュニケーション能力はすべての職種で必要な基礎能力です。整備の仕事においても、ただ自動車を

修理するだけでなく、お客様に安心してお使いいただけるように、「お客様の要望を正しく聞き取り、点検・

修理結果を的確に伝える」ことが求められます。  

3．国家資格取得に必要な基礎的な学力のある方  

自動車整備士の仕事に就くには国家資格の取得が必須です。授業を理解する上で基礎的な数学力と

共に国語力も必要です。日本語能力については N3 相当が必要です。  

4．自分の目標に向かって努力できる方  

学校でも実社会でも大きく成長するためには、ただ指示されたことをやるだけでなく、「積極的な姿勢」が

求められます。自分の目標を持ち、それに向かって努力する習慣を在学中に身に付ける意欲のある方を求

めます。  

5．社会や組織のルールを尊重し、行動できる方  

お客様の命を預かる自動車整備士に必要な責任感、また社会人として法律やルールを守ることが求め

られます。学内においても、ルールやマナーを守ることの重要性を理解し、他人と協調し思いやりを持って

学生生活を送る方を求めます。 
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（2） 中期的な計画 

① 中期事業計画の概要（2026～2030 年度） 

◆まえ書き 

本計画は、私立学校法改正により一法人化後、大臣所轄学校法人等に分類されたことも踏まえ、法人とし

て初めて 2025 年度に策定した中期事業計画（2026 年度～2030 年度）です。本学園が将来にわたり持続的

に成長し、社会に貢献し続けるための道筋を示すものとして位置付けています。 

具体的には、「日本の整備学校の模範となる」ことを上位目標に掲げ、以下の 4 点を柱として取り組みを推

進します。第一に、教育部門では各校の独自性を尊重しつつ、トヨタ直営校としてのスタンダードを明確化し、

カリキュラム、教材、教育イベントの質を保証することで、対外的なブランディング強化を図ります。第二に、

法人本部を中心としたガバナンス強化により、内部統制の一層の充実と積極的な渉外活動を推進し、社会

的プレゼンスの向上を目指します。第三に、広報・募集活動においては地域性を踏まえた各校の自主性を

基本としつつ、好事例やノウハウの横展開を進め、「トヨタ直営」「三校共通」という強みを活かした広報力の

向上により安定的な学生確保を実現します。第四に、管理部門の統合による業務効率化と経営資源の再配

分を通じ、安定した整備士輩出と学校経営の収支均衡化を図ります。 

◆目指す将来像 

本中期事業計画は、「モビリティ社会への貢献」と

「日本の整備学校の模範となる」という理念のもと、教

育、募集、就職、体制・設備、経営、社会貢献の六分

野を有機的に連動させ、技術力とトヨタフィロソフィーに

基づいた品質・お客様満足を大切にするなどの人間性

を備えた人材を安定的に育成・輩出できる学校法人と

しての持続的発展を目指すものです。一法人化によっ

て得られた統合効果を最大限に活かし、社会から信頼

され、必要とされ続ける学園づくりを着実に進めてまい

ります。 

 

 

② 中期事業計画基本方針（2026～2030 年度） 

〔教育〕  技術の進化や業界ニーズに応じた技術力と人間性を育む教育への改善・進化 

 記憶に残る充実した学生生活の提供 

〔募集〕  環境変化に対応した募集活動の推進と安定的な定員充足 

〔就職〕  魅力ある就職先の確保と確実な就職への支援 

〔体制･設備〕  中期的在学生数予測を踏まえた人員体制整備 

 計画的な教職員のスキルアップ推進 

 計画的な施設・設備更新・修繕の推進 

〔経営〕  コンプライアンスの重視と内部統制強化 

 安定的収支均衡経営の実現 

 法人一体感および、やりがい・達成感を実感し共有できる風土の醸成 

〔社会貢献〕  社会貢献活動への積極的な取り組み 
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③ 中期事業計画目標（2026～2030 年度） 

〔教育〕  全学科国家試験合格率 100%の達成 

 学生の満足度 4.2 以上 

〔募集〕  入学定員充足率 100% 

 学園としての毎年の入学者数 1,170 人 

 在学生 3,600 人の達成 

〔就職〕  日本人、留学生共、就職率 100% 

 第一希望就職率 95%以上 

〔経営〕  定量的な経営判断指標（私学振興事業本部が示す経営指標）の A3 区分を達成 

 教職員満足度 4.0 以上 

 

（3） 2025 年度事業報告 

I. 主な取り組み状況 

(ⅰ) 法人統合に伴う諸活動 

総務・人事部門では考課、定年･役職退任後の処遇、退職金など積み残した諸制度・規則の整備、また、

「トヨタ整備学園の人づくり」として役職毎の役割と人材育成の仕組みを再構築した。募集部門では、トヨタ 3

校の強みや実績を強く打ち出したホームページ、3 校リーフレットの展開や効率的・効果的な活動の枠組

みとして募集エリアのテリトリー分け、教育部門では 3 校共通部分をトヨタスタンダードとして明確化し、質保

証する等、各部門においてシナジー創出をはかった。また 2026 年度から 5 年間の中期事業計画を策定・

公開した。 

(ⅱ)学生募集 

日本人は 18 歳人口が横ばいの中、3 校合計で前年比 120%と好調に推移した。入学生合計ではキャパ

の制約で留学生を抑え前年比 115%となったが、3 校とも定員を上回る入学生を獲得した。 

(ⅲ)教育 

新整備士資格制度の二級用教科書に対応した教育は特段の問題なく推進中、一級用の教科書が 3 月

に発行され教育内容改訂の検討開始。3 校連携強化の取り組みとして ICT 教育の進化をテーマに相互研

鑽会等で検討し、インフラ整備やコンテンツの作成・共有化を行った。 

 

II. 学生募集 

(ⅰ) 新入生・在籍者 

 



     

p. 18 

(ⅱ) 2026 年度 2 年生 日本人上級課程への進学状況 

 

 

 

 

(ⅲ) 各校取り組み 

東京 日本人はトヨタブランド効果、販売店との合同見学会、高校 2 年生等への早期取り組みなど

が奏功し増。留学生は定員増枠も 12 月で満たし，12 年振りの入学定員超えとなった 

名古屋 企業奨学金若しくは企業派遣での入学者は 18 名増の 71 名、また、愛三岐・九州の現地説

明会などの現地募集活動をコロナ禍以前と同等に戻したことで入学者愛知 150％、九州

200％に伸長、1 月入試をもって募集停止 

神戸 リピーター施策として授業見学会の実施、また 4 年課程訴求に特化した OC を企画。参加

後は、LINE を使った個別フォローで早期受験を促し AO と 10 月入試をもって募集停止 

 

III. 教育 

(ⅰ) 各校取り組み 

東京 国家二級カリキュラム変更への教材対応としてヤリス 16 台増備等で準備完了。留学生定員増 

及び日本人学生増への対応として必要教員数確保に懸念を残す 

名古屋 次期高度科 3 年生に対し、高度技術者を目指す意識と急速進展する新技術への習得意欲向上

を目的とし、販売店様による技術講習会・現役一級自動車整備士による講演会（全 4 回）の実施 

神戸 高度自動車科 4 年次のコース別教育、エキスパートエンジニア科 4 年次教育を計画通りに実施

し、国際科は 3 年次に 10 月の登録試験受験を見据えた新カリキュラムでの授業を開始 

(ⅱ) 2026 年 3 月国家試験合格状況 
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（4） 学校行事等 

◆主な学事・行事 

4 月 1 日(火) 3 校合同 入職式 （於：名古屋校） 

4 月 8 日(火) 東京校 入学式 （於：東京校） 

4 月 8 日(火) 名古屋校 入学式 （於：名古屋校） 

4 月 9 日(水) 神戸校 入学式 （於：神戸文化ホール） 

9 月 8 日(月)～13 日(土) 名古屋校 学生フォーミュラ大会 （於：愛知県国際展示場） 

10 月 11 日（土）・12 日(日) 神戸校 学園祭 （於：神戸校） 

10 月 25 日（土）・26 日(日) 東京校 学園祭 （於：東京校） 

11 月 1 日（土）・2 日(日) 名古屋校 学園祭 （於：名古屋校） 

11 月 16 日(日) 3 校合同 トヨタ 3 校整備コンテスト （於：東京校） 

1 月 9 日(金)～11 日(日) 東京校・神戸校 東京オートサロン出展 （於：幕張メッセ） 

2 月 6 日(金)～8 日(日) 神戸校・名古屋校 大阪オートメッセ出展 （於：インテックス大阪） 

3 月 17 日(火) 神戸校 卒業式 （於：神戸文化ホール） 

3 月 18 日(水) 名古屋校 卒業式 （於：名古屋校） 

3 月 19 日(木) 東京校 卒業式 （於：東京校） 

＊その他、各校・各科の教育課程編成委員会、学校関係者評価委員会などについても実施 

 

◆主な会議等 

〔理事会〕 

5 月 20 日(火) 第 94 回理事会 於： トヨタ九段ビル 

9 月 12 日(金) 第 95 回理事会 於： トヨタ自動車株式会社名古屋オフィス 

12 月 5 日(金) 第 96 回理事会 於： トヨタ自動車株式会社名古屋オフィス 

3 月 4 日(水) 第 97 回理事会 於： トヨタ自動車株式会社名古屋オフィス 

3 月 5 日(木) 第 98 回理事会 於： ウインクあいち 

〔評議員会〕 

5 月 28 日(水) 第 94 回定時評議員会 於： ウインクあいち 

3 月 5 日(木) 第 95 回評議員会 於： ウインクあいち 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



     

p. 20 

〔本部校長会議〕 

4 月 1 日(火)  於： 名古屋校 

4 月 25 日(金)  於： 名古屋校 

5 月 16 日(金)  於： トヨタ自動車株式会社名古屋オフィス 

6 月 20 日(金)  於： 東京校 

7 月 18 日(金)  於： 神戸校 

8 月 22 日(金)  於： オンライン 

8 月 27 日(水)  於： 名古屋校 

9 月 18 日(木)  於： 東京校 

10 月 17 日(金)  於： 神戸校 

11 月 21 日(金)  於： 名古屋校 

11 月 26 日(水)  於： オンライン 

11 月 26 日(水)  於： オンライン 

12 月 12 日(金)  於： 東京校 

1 月 6 日(火)  於： オンライン 

1 月 16 日(金)  於： 神戸校 

2 月 20 日(金)  於： トヨタ自動車株式会社名古屋オフィス 

3 月 5 日(木)  於： 名古屋 

3 月 19 日(木)  於： 東京校 
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3. 財務の概要  

（1） 決算の概要  

① 貸借対照表関係  

ア)貸借対照表の状況と経年比較  

 2024 年度 2025 年度 

固定資産 32,717,355,238 32,884,152,080 

流動資産 4,711,180,109 4,168,435,997 

資産の部合計 37,428,535,347 37,052,588,077 

固定負債 727,374,024 789,228,657 

流動負債 2,109,697,459 1,614,509,978 

負債の部合計 2,837,071,483 2,403,738,635 

基本金 38,169,953,067 38,280,481,689 

繰越収支差額 ▲3,578,489,203 ▲3,631,632,247 

純資産の部合計 34,591,463,864 34,648,849,442 

負債及び純資産の部合計 37,428,535,347 37,052,588,077 

 

イ)財務比率の経年比較   

 2024 年度 2025 年度 

運用資産余裕比率 3.15 年 3.46 年 

流動比率 223.3% 258.2% 

総負債比率 7.5% 6.5% 

前受金保有率 246.5% 383.5% 

基本金比率 100% 99.4% 

積立率 85.0% 86.8% 
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② 事業活動収支計算書関係  

ア)事業活動収支計算書の状況と経年比較  

科  目 2024 年度 2025 年度 

教
育
活
動
収
支 

収
入
䧸
部 

 ① 学生生徒等納付金 3,121,895,150 3,372,469,530 

 ② 手 数 料 58,384,410 81,580,510 

 ③ 寄 付 金 9,434,936 8,152,400 

 ④ 経常費等補助金 151,648,431 279,344,002 

 ⑤ 付随事業収入 331,555,738 458,764,878 

 ⑥ 雑  収  入 216,911,817 130,256,986 

   ⑦ 教育活動収入計 3,889,830,482 4,330,568,306 

支
出
䧸
部 

 ⑧ 人  件  費     2,385,231,261 2,464,845,236 

 ⑨ 教育研究経費  1,473,936,347 1,171,295,103 

 ⑩ 管 理 経 費     696,602,703 767,678,952 

 ⑪ 徴収不能額等 1,091,614 308,253 

 ⑫ 教育活動支出計 4,556,861,925 4,404,127,544 

     ⑬ 教育活動収支差額 ▲667,031,443 ▲73,559,238 

教
育
活
動
外
収
支 

収
入 

 ⑭ 受取利息・配当金 51,612,802 65,484,407 

 ⑮ その他の教育活動外収入 0 0 

 ⑯ 教育活動外収入計 51,612,802 65,484,407 

支
出 

 ⑰ 借入金等利息 0 0 

 ⑱ その他の教育活動外支出 0 0 

 ⑲ 教育活動外支出計 0 0 

   ⑳ 教育活動外収支差額 51,612,802 65,484,407 

     ㉑ 経常収支差額 ▲615,418,641 ▲8,074,831 

特
別
収
支 

収
入 

 ㉒ 資産売却差額 4,081,532 1,199,153 

 ㉓ その他の特別収入 73,949,139 64,753,447 

 ㉔ 特別収入計 78,030,671 65,952,600 

支
出 

 ㉕ 資産処分差額 49,514,516 492,191 

 ㉖ その他の特別支出 193,643,825 0 

 ㉗ 特別支出計 243,158,341 492,191 

   ㉘ 特別収支差額 ▲165,127,670 65,460,409 

㉙ 予備費 0 0 

㉚ 基本金組入前当年度収支差額 ▲780,546,311 57,385,578 

㉛ 基本金組入額合計 ▲252,120,911 ▲110,528,622 

㉜ 当年度収支差額 ▲1,032,667,222 ▲53,143,044 

㉝ 前年度繰越収支差額 ▲2,545,821,981 ▲3,578,489,203 

㉞ 翌年度繰越収支差額 ▲3,578,489,203 ▲3,631,632,247 

（参考）     

事業活動収入計 4,019,473,955 4,462,005,313 

事業活動支出計 4,800,020,266 4,404,619,735 
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イ)財務比率の経年比較 

 2024 年度 2025 年度 

人件費比率 60.5% 56.1% 

教育研究経費比率 37.4% 26.6% 

管理経費比率 17.7% 17.5% 

事業活動収支差額比率 ▲19.4% 1.3% 

学生生徒等納付金比率 79.2% 76.7% 

経常収支差額比率 ▲15.6% ▲0.2% 

*日本私立学校振興・共済事業団「学校法人の経営判断指標等について」に準拠して算出 

 

【計算式】 ※経常収入 = 教育活動収入計 + 教育活動外収入計 

人件費比率(%) = 人件費 ÷ 経常収入 

教育研究経費比率(%) = 教育研究経費 ÷ 経常収入 

管理経費比率(%) = 管理経費 ÷ 経常収入 

事業活動収支差額比率(%) = 基本金組入前当年度収支差額 ÷ 事業活動収入計 

学生生徒等納付金比率(%) = 学生生徒等納付金 ÷ 経常収入 

経常収支差額比率(%) = 経常収支差額 ÷ 経常収入 
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③ 資金収支計算書関係  

ア)資金収支計算書の状況と経年比較  

収入の部 

科 目 2024 年度 2025 年度 

 ① 学生生徒等納付金収入 3,121,895,150 3,372,469,530 

 ② 手数料収入 58,384,410 81,580,510 

 ③ 寄付金収入 14,818,000 8,124,000 

 ④ 補助金収入 204,798,431 306,208,002 

 ⑤ 資産売却収入 1,110,408,220 1,801,199,160 

 ⑥ 付随事業・収益事業収入 331,555,738 458,764,878 

 ⑦ 受取利息・配当金収入 51,612,802 65,484,407 

 ⑧ 雑 収 入 238,407,682 150,620,882 

 ⑨ 借入金等収入 0 0 

 ⑩ 前受金収入 1,349,144,110 986,024,294 

 ⑪ その他の収入 1,675,483,905 1,604,566,307 

 ⑫ 資金収入調整勘定 ▲1,278,014,972 ▲1,401,188,388 

 ⑬ 前年度繰越支払資金 3,172,922,934 3,325,919,422 

 ⑭ 収入の部合計 10,051,416,410 10,759,773,004 

   

支出の部 

科 目 2024 年度 2025 年度 

 ⑮ 人件費支出     2,361,709,126 2,386,270,762 

 ⑯ 教育研究経費支出  998,968,208 757,263,633 

 ⑰ 管理経費支出    595,232,478 584,833,500 

 ⑱ 借入金等利息支出 0 0 

 ⑲ 借入金等返済支出 0 0 

 ⑳ 施設関係支出 454,825,182 55,667,074 

 ㉑ 設備関係支出 264,612,512 75,133,027 

 ㉒ 資産運用支出 500,000,000 1,774,993,960 

 ㉓ その他の支出 1,803,636,163 1,720,016,359 

 ㉔ 予 備 費 0 0 

 ㉕ 資金支出調整勘定 ▲253,486,681 ▲161,435,393 

 ㉖ 翌年度繰越支払資金 3,325,919,422 3,567,030,082 

 ㉗ 支出の部合計 10,051,416,410 10,759,773,004 
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イ)活動区分資金収支計算書の状況と経年比較  

科目 2024 年度 2025 年度 

教育活動による資金収支 

 教育活動資金収入計 3,724,219,729 4,200,282,920 

 教育活動資金支出計 3,955,909,812 3,728,367,895 

 差引 ▲231,690,083 471,915,025 

 調整勘定等 169,043,947 ▲461,226,874 

 教育活動資金収支差額 ▲62,646,136 10,688,151 

施設整備等活動による資金収支 

 施設整備等活動資金収入計 80,928,610 28,063,160 

 施設整備等活動資金支出計 719,437,694 130,800,101 

 差引 ▲638,509,084 ▲102,736,941 

 調整勘定等 ▲4,363,765 25,326,334 

 施設整備等活動資金収支差額 ▲642,872,849 ▲77,410,607 

小計 

（教育活動資金収支差額＋施設整備等活動資金収支差額） 
▲705,518,985 ▲66,722,456 

その他の活動による資金収支 

 その他の活動による資金収入計 2,997,489,063 3,522,246,517 

 その他の活動による資金支出計 2,138,973,590 3,214,413,401 

 差引 858,515,473 307,833,116 

 調整勘定等 0 0 

 その他の活動資金収支差額 858,515,473 307,833,116 

支払資金の増減額（小計＋その他の活動資金収支差額） 152,996,488 241,110,660 

前年度繰越支払資金 3,172,922,934 3,325,919,422 

翌年度繰越支払資金 3,325,919,422 3,567,030,082 

 

ウ)財務比率の経年比較  

 2024 年度 2025 年度 

教育活動資金収支差額比率 0.4% 0.3% 

【計算式】 教育活動資金収支差額比率(%) = 教育活動資金収支差額 ÷ 教育活動資金収入計 

※ 簡便法による試算値。詳細な活動区分内の調整勘定は加味していない。 
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（2） その他 

① 資産運用の状況  

主な項目 内容 

運用方針 安全性を最重視し、元本毀損リスクの低い運用を行

う。流動性確保と中長期的な資産価値の維持・向上

を両立させる 

運用目的 教育研究活動の安定的継続を支える原資の確保、

退職給与引当に対応する特定資産の保全、施設設

備整備のための資金留保 

運用方法（基本ポートフォリオを含む） 預金(普通預金・定期預金・別段預金)及び有価証券

(長期・短期)による分散運用。基本ポートフォリオは安

全性重視で預金及び国債等公社債を中心とする 

資産運用に関するガバナンス体制 理事会にて運用方針・規程を決議。重要な投資判断

は理事会の承認を要する 

運用体制 法人本部財務担当部門が日常運用を所管し、運用

状況を定期的に理事会へ報告 

本年度の運用の概況（運用目的ごとの貸借対

照表計上額、時価、収益の状況等） 

当期末の運用資産残高: 現金預金 3,416 百万円、

長期有価証券 11,811 百万円(主に債券・投資信

託)、特定資産(退職給与引当特定資産) 586百万円。

当期の受取利息・配当金収入は 65 百万円 

その他 特記事項なし 

 

② 学校債の状況 

法人は学校債を発行していない 

 

③ 寄付金の状況  

項目 内容 

主な寄付金の使用実績等 当期の寄付金収入(資金収支ベース) 約 800 万円。一般寄付金として

個人・法人より受領。また、特別収支の「その他の特別収入」 には現物

寄付(教材・備品等)約 3,800 万を含む。寄付金は教育研究活動の充実

に充当している。 

 

④ 補助金の状況  

項目 内容 

主な補助金の内容、使用実

績等 

当期の経常費等補助金 279 百万円(国庫補助金・地方公共団体補助

金等)。内訳の主なものは国庫補助金 約 99 百万円、地方公共団体補

助金 約 116 百万円。その他、施設設備補助金 約 27 百万円(特別収

入計上)。補助金は人件費・教育研究経費・施設設備費に充当してい

る。 

 

⑤ 収益事業の状況  

収益事業を実施していないため、該当事項はない 
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（3） 経営状況の分析、経営上の成果と課題、今後の方針・対応方策 

① 経営状況の分析 

当法人は 2025 年度に 3 校(東京校・名古屋校・神戸校)を合併した。当期(2025 年度)の事業活動収入計

は 4,462 百万円(前期比 +443 百万円)、事業活動支出計は 4,404 百万円(同 -395 百万円)となり、基本

金組入前当年度収支差額は 57 百万円(前期 -781 百万円の赤字から黒字転換)となった。収入面では、

学生数の増加により、学生生徒等納付金が前期比 +250 百万円、経常費等補助金が同 +128 百万円 と

増加し、付随事業収入も +127 百万円 と拡大した。支出面では、教育研究経費が -303 百万円 と減少

し、人件費は 79 百万増加した。財務体質は、流動比率 258%、総負債比率 6.5% で良好な水準を維持。

借入金は無く、安定した財務基盤を有している。 

② 経営上の成果 

 法人統合の初年度において収支差額が黒字転換した。学生数の安定が寄与 

 経常費等補助金が約 128 百万円増加 

 借入金ゼロを維持。流動比率 258%、総負債比率 6.5%と健全な財務体質 

③ 経営上の課題 

 基本金組入前収支差額は黒字に転じたが、過年度は赤字の年もあり、経営の安定化 

 合併に伴う効率化、共通化による経費の削減 

 少子化進行下での学生数確保 

④ 今後の方針・対応方策 

 中長期計画に基づく学校経営の安定化 

学生数確保のための入試制度・広報強化、卒業生ネットワークの活用 

 統合効果の最大化 

3 校共通の事務集約・購買集約によるコスト削減を継続 

 財務基盤の強化 

引き続き借入金ゼロを維持し、運用資産の安全性重視を継続。施設設備計画は資金計画と連動 

 教育研究活動の質の向上 

新カリキュラム開発、教員の研修・処遇改善による人材確保 
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4. 学校法人の業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）の整備及び運用状況の概要  

（1） 関係する決議の概要 

私立学校法の改正により、大臣所轄学校法人等においては、「理事の職務の執行が法令及び寄附行為に

適合することを確保するための体制その他学校法人の業務の適正を確保するために必要なものとして文部

科学省令で定める体制の整備」（＝内部統制システムの整備）が必要となり、その「基本方針」を 2025 年 5 月

の理事会にて決定。2025 度より、この「基本方針」に基づき内部監査を実施する。 

（2） 体制整備及び運用状況の概要 

① 監査実施部署 

法人内に各部署から独立した内部監査室を設置し、内部監査室が実施（必要に応じて外部専門家と連

携） 

② 実施方法 

書類確認・ヒアリング・現地確認・システムログ確認など 

③ 報告・フィードバック 

監査報告書を関係者に提出し、改善提案を行う（2026 年 3 月理事会にて報告） 

必要に応じて、監査計画は年度ごとに見直しを行う 

（3） 2025 年度の実施状況 

① 内部統制システムに関する管理職研修（対象：部長・室長・GM） 

東京校（6/25）、名古屋校･法人本部企画室（6/27）、神戸校（7/3） 

② 会計監査人による監査 

 会計内部監査 

法人本部･東京校（11/5） 

 現物監査 

東京校（2/17）、名古屋校（1/20）、神戸校（2/3）、 

③ 内部監査（2025 年度～2027 年度の 3 カ年計画を立案し実施：2025 年 9 月度理事会報告事項） 

 業務監査 

東京校（10/31）、名古屋校（10/17）、神戸校（10/29） 

 会計監査 

東京校（11/５）、名古屋校（10/17）、神戸校（10/29） 

④ リスク対応状況調査 

 各設置校を対象に 8 月～11 月に実施 

 

以上 

 

 

 


